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【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　　松井　康弘

【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券

（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）

【届出の対象とした募集金額】
 
（第７回新株予約権）  

その他の者に対する割当 3,516,700円

（新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の合計額を合算した金額）

 827,031,700円

（第８回新株予約権）  

その他の者に対する割当 1,745,700円

（新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の合計額を合算した金額）

 1,073,200,700円

（注）　行使価額が修正又は調整された場合には、新株予約権の

払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の合計額を合算した金額は増加又は減少する

可能性があります。また、新株予約権の行使期間内に行

使が行われない場合及び当社が取得した新株予約権を消

却した場合には、新株予約権の払込金額の総額に新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を合

算した金額は減少する可能性があります。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証券）】

（１）【募集の条件】

発行数 12,650個（新株予約権１個につき100株）

発行価額の総額 3,516,700円

発行価格 新株予約権１個につき278円（新株予約権の目的である株式１株当たり2.78円）

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 令和４年３月７日（月）

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社ネクシィーズグループ

東京都渋谷区桜丘町20番４号

払込期日 令和４年３月７日（月）

割当日 令和４年３月７日（月）

払込取扱場所
株式会社三井住友銀行　渋谷支店

東京都渋谷区宇田川町20-2

　（注）１．第７回新株予約権証券（以下、「第７回新株予約権」といい、個別に又は第８回新株予約権（以下に定義し

ます。）と総称して「本新株予約権」といいます。）については、令和４年２月18日付の当社取締役会にお

いて発行を決議しております。

２．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、払込期日までに本新株予約権に係る第三者割

当契約（以下「本第三者割当契約」といいます。）を締結し、払込期日までに上記払込取扱場所へ発行価額

の総額を払い込むものとします。

３．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

４．本新株予約権証券の振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号
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（２）【新株予約権の内容等】

当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の

特質

１．本新株予約権の目的となる株式の総数は1,265,000株、割当株式数（別記「新株予約権

の目的となる株式の数」欄第１項に定義する。）は100株で確定しており、株価の上昇

又は下落により行使価額（別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定義す

る。）が修正されても変化しない（但し、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄

に記載のとおり、調整されることがある。）。なお、株価の上昇又は下落により行使価

額が修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

 ２．行使価額の修正基準

 本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の株

式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普

通取引の終値（以下「終値」という。）（同日に終値がない場合には、その直前の終

値）の91％に相当する金額（１円未満の端数は切り上げる。）が、当該効力発生日の直

前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、当該効力発生日以降、

当該金額に修正される。

 ３．行使価額の修正頻度

 行使の際に本欄第２項に記載の条件に該当する都度、修正される。

 ４．行使価額の下限

 「下限行使価額」は、当初456円とする。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第４項の規定を準用して調整される。

 ５．割当株式数の上限

 1,265,000株（令和３年９月末日現在の発行済株式総数に対する割合は9.41％（小数点

以下第３位を切り捨て））

 ６．本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限

 580,356,700円（本欄第４項に記載の行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使され

た場合の資金調達額。但し、本新株予約権の一部は行使されない可能性がある。）

 ７．本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部の取得を可能とする条項が設

けられており、また、当社が令和６年３月８日に本新株予約権の全部を取得する条項が

設けられている（詳細は、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄を参

照）。

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式（完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準とな

る株式である。なお、当社は１単元を100株とする単元株式制度を採用している。）

新株予約権の目的となる

株式の数

１．本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式1,265,000株とする

（本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下、本「１　新規発行新株予約権証

券（第７回新株予約権証券）」において「割当株式数」という。）は100株とす

る。）。但し、下記第２項乃至第４項により割当株式数が調整される場合には、本新株

予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

 ２．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項の規定に従って行使価額の調整

を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使

価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項に定める調整前行使価額及び

調整後行使価額とする。

 
 

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
　

 ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第４項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による行使価額の調整に関し、各号に定め

る調整後行使価額を適用する日と同日とする。
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 ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日まで

に、本新株予約権に係る新株予約権者（以下、文脈に応じて個別に又は第８回新株予約

権を保有する者と総称して「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨

並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要

な事項を書面で通知する。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項第

(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場

合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の払

込金額

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割

当株式数を乗じた額とする。

 ２．本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下、本

「１　新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証券）」において「行使価額」とい

う。）は、当初651円とする。

 ３．行使価額の修正

 別記「(2）新株予約権の内容等（注）」欄第７項第(3)号に定める本新株予約権の各行

使請求の効力発生日（以下、本「１　新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証

券）」において「修正日」という。）の直前取引日の終値（同日に終値がない場合に

は、その直前の終値）の91％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以

下、本「１　新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証券）」において、「修正日

価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下

回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、修

正日にかかる修正後の行使価額が456円（以下、本「１　新規発行新株予約権証券（第

７回新株予約権証券）」において「下限行使価額」といい、本欄第４項の規定を準用し

て調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。

 ４．行使価額の調整

 (1）当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算

式（以下、本「１　新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証券）」において

「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

 
 

    
既発行株式数＋

新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
　

 (2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。

 ①　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発

行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合

を含む。）（但し、当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。以下同じ。）の取締役そ

の他の役員又は従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を交付する場

合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求

権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合

併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

 調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日

とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若し

くは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。

 ②　株式の分割により普通株式を発行する場合

 調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。
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 ③　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する

定めのある取得請求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関係会社の取

締役その他の役員又は従業員に新株予約権を割り当てる場合を除く。）

 調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の

全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出す

るものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場

合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与え

るための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る

価額をもって当社普通株式を交付する場合

 調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 ⑤　上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日

以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、

上記①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降

これを適用する。

 この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約

権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通

株式を交付する。

 
 

株式数＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）×
調整前行使価額により当該期間
内に交付された株式数

調整後行使価額
　

 この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

 (3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未

満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必

要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行

使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

 (4）①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位

を四捨五入する。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立

つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とす

る。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を

四捨五入する。

 ③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与える

ための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行

使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数

から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、

上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、

基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を

含まないものとする。

 (5）上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整

を必要とするとき。

 ②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生に

より行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮す

る必要があるとき。
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 (6）上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用

する日が本欄第３項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な

行使価額及び下限行使価額の調整を行う。

 (7）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第

(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

827,031,700円

（注）　別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項により、行使価額が修

正又は調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価額の総額は増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の行使期間内に

行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、本新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は減少する可能

性がある。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求に係る本新株予約

権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の

本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

 ２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の

額

 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加す

る資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 令和４年３月８日から令和６年３月８日までとする。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１．行使請求の受付場所

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

２．行使請求の取次場所

 該当事項はありません。

 ３．行使請求の払込取扱場所

 株式会社三井住友銀行　渋谷支店

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

１．当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の

払込期日の翌日以降、会社法第273条の規定に従って、取得日の２週間前までに通知を

した上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額

で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得することが

できる。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

 ２．当社は、令和６年３月８日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約

権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。

 ３．当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式

移転（以下「組織再編行為」という。）につき当社株主総会で承認決議した場合、会社

法第273条の規定に従って通知をした上で、当該組織再編行為の効力発生日前に、本新

株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本

新株予約権の全部を取得する。

 ４．当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若し

くは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された

日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日

とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除

く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。
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新株予約権の譲渡に関す

る事項

該当事項はありません。但し、別記「(2）新株予約権の内容等（注）」欄第１項第(2)号

「（本スキームの商品性）　⑤　本新株予約権の譲渡」に記載のとおり、本新株予約権の譲

渡には当社取締役会の承認が必要となる旨が、本第三者割当契約において規定される予定で

ある。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

該当事項はありません。

　（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金調達をしようとする理由

当社は、下記「(1）資金調達の目的」に記載の資金調達を行うために、公募増資、ライツイシュー（株主割

当増資）を含む様々な資金調達方法を検討いたしましたが、下記「(2）資金調達方法の概要及び選択理由　

（他の資金調達方法との比較）」に記載のとおり、公募増資やMSCB等の各種資金調達方法には各々留意点が

ある中で、株式会社ＳＢＩ証券（以下「割当予定先」といいます。）より提案を受けた下記「(2）資金調達

方法の概要及び選択理由　（本スキームの商品性）」に記載のスキーム（以下「本スキーム」といいま

す。）は、下記「(2）資金調達方法の概要及び選択理由　（メリット）」に記載のメリットがあることか

ら、下記「(2）資金調達方法の概要及び選択理由　（留意点）」に記載の本スキームの留意点に鑑みても、

本スキームによる資金調達方法が当社のファイナンスニーズに最も合致していると判断いたしました。その

ため、本新株予約権の発行により資金調達をしようとするものであります。

(1）資金調達の目的

当社グループは、「新しい価値を広げ、ワクワクする未来を。」という経営理念のもと、新しい価値を

持つサービスを提供しております。主力事業である「ネクシィーズ・ゼロ事業」では、飲食店や美容室

等の店舗、商業施設、宿泊施設や地方自治体等の顧客に対して、設置工事代金を含めた初期投資オール

ゼロで最新の省エネルギー設備等を提供しております。その中でもLED照明はサービス開始当初より提

供している主力商品となっており、専門知識と豊富な経験を持つ社員が、多数の取り扱い品目をもとに

コンサルティングを行い、顧客に最適な照明環境を提供しております。

世界各国では、2050年のカーボンニュートラルを目指す動きが加速しており、我が国においても国と地

方の協働・共創による地域における2050年脱炭素社会の実現に向けて、様々な施策が進められておりま

す。

このような状況のもと、当社では令和２年10月21日、環境省より「エコ・ファースト企業」の認定を受

け、LED照明を中心として、CO2排出削減などの地球環境に寄与し、さらには顧客のコスト削減にも貢献

する新しいビジネスモデルとして「ネクシィーズ・ゼロ事業」に注力しております。

当社グループでは、令和３年11月30日に「中期経営計画　2022-2024」を公表し、「ネクシィーズ・ゼ

ロ事業」の事業活動を通じてCO2排出削減をさらに積極的に推進していくことを目指しております。

本新株予約権は、調達資金をLED照明の仕入、及び導入工事費に全額充当いたします。当社グループで

は、新型コロナウイルスの感染拡大で営業効率が一時的に低下したことや、飲食店や旅館等の設備投資

が減少したことにより、借入による資金調達を増やしてまいりました。

当社の連結業績及び自己資本比率の推移につきましては、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

 令和２年９月期 令和３年９月期
令和４年９月期
第１四半期

売上高 15,728 18,763 4,373

営業利益又は営業損失（△） △1,627 △351 104

経常利益又は経常損失（△） △1,782 △353 106

親会社株主に帰属する当期（四半

期）純利益又は親会社株主に帰属

する当期（四半期）純損失（△）

△2,136 △1,153 6

 

自己資本比率（％） 21.5 12.3 8.0

令和２年９月期は新型コロナウイルス感染症の拡大が始まり、国内に大きな混乱が生じたことから一部

顧客の注文延期や中止等があったことに加えて、感染状況に応じて一部地域で営業が制限されたため、

業績が大きく悪化いたしました。しかしながら、令和３年９月期はコロナ禍の状況に対応し、光触媒空

間除菌脱臭機やお取り寄せグルメのECサービス等の提供に注力した結果、業績が大幅に改善いたしまし

た。一方で、令和３年１月から３月にかけて電力仕入価格が急騰したことが大きく影響して各段階損益

において損失計上しております。
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自己資本比率は令和３年12月末時点で8.0％に低下しておりますが、低下の主な要因といたしまして

は、当社連結子会社である株式会社ブランジスタにおいて、「収益認識に関する会計基準」（企業会計

基準第29号　令和２年３月31日）等を令和４年９月期の期首から適用したことにより、利益剰余金の期

首残高が561百万円減少したことによるものであり、事業環境の変化に伴うものではございません。

現在は、コロナ禍にも対応した商材やサービスも充実させることで、連結業績そのものは回復傾向にあ

り、上記のとおり自己資本比率の低下も実態として状況に変化があったわけではございません。しかし

ながら一方で、当社の今後の成長戦略を実現していくにあたり、数値として自己資本比率の向上を図

り、当社グループの安定性を対外的に担保しておく事と資金調達により資本を充実させていく事は非常

に重要であると考えております。

当社は本資金調達により、顧客にLED照明を設置する際に発生する初期投資額を賄うことで、健全な財

務基盤を維持しながら将来的な企業価値の向上に向けて、事業を積極的に成長させていくことができま

す。また同時に、地球環境の改善によるサステナブルな社会の実現に向けたCO2排出削減を進めていく

ことができます。

なお、当社は上記のとおり「ネクシィーズ・ゼロ事業」の事業活動を通じてCO2排出削減をさらに積極

的に推進していくことを目指しております。そのため、この目標を達成するため本新株予約権の発行は

グリーンエクイティ・ファイナンスとして実施いたします。今回のグリーンエクイティ・ファイナンス

は、当社の地球環境の保護・環境への貢献に向けた強いコミットメントを示すものであり、その資金使

途はLED照明の仕入、及び導入工事費に限定されるものであります。当社グループが環境課題に積極的

に取り組んでいることをESG投資に関心の高い投資家に訴求することで当社の投資家層の更なる拡大

と、行使期間中の複数回にわたる本新株予約権の行使によりエクイティ資金調達力の中長期的な強化に

資するものであると考えております。

今回のエクイティ・ファイナンスにおける具体的な資金使途及び支出予定時期につきましては、下記

「３　新規発行による手取金の使途　(2）手取金の使途」に、グリーンエクイティとしての適格性につ

きましては、下記「募集又は売出しに関する特別記載事項」にそれぞれ記載しております。

(2）資金調達方法の概要及び選択理由

当社は、上記「(1）資金調達の目的」に記載した資金調達を行うために、様々な資金調達方法を検討し

ていましたところ、割当予定先である株式会社ＳＢＩ証券から資本性調達手段について提案を受け、下

記「（本スキームの商品性）」、「（メリット）」、「（留意点）」及び「（他の資金調達方法との比

較）」に記載のとおり検討した結果、割当予定先から提案を受けた第７回新株予約権及び第８回新株予

約権という内容の異なる２種類の新株予約権を同時に発行する本スキームが、既存株主の利益に配慮し

ながら当社の資金調達ニーズを充たす現時点における最良の選択であると判断いたしました。

なお、当社は令和３年９月末日時点で460,881株の自己株式を保有しているところ、本新株予約権の行

使の結果交付されることとなる当社普通株式には自己株式を優先的に充当する予定であり、その場合、

本新株予約権の行使により当社の発行済株式総数は増加しないため、既存株主に与える影響を一定の範

囲に抑えながら、事業資金を確保することが可能であると考えています。

（本スキームの商品性）

①　本スキームの特徴

（ⅰ）第７回新株予約権

第７回新株予約権には、行使価額修正条項が付されており、行使価額が株価に応じて修正さ

れる仕組みとなっております。具体的には第７回新株予約権の行使価額は、当初651円です

が、第７回新株予約権の行使請求がなされる都度、当該行使請求に係る効力発生日の直前取

引日の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の91％に相当する金額の１円未

満の端数を切り上げた金額に修正されます。但し、かかる修正後の行使価額が下限行使価額

を下回ることはありません。

（ⅱ）第８回新株予約権

第８回新株予約権の行使価額は、今後の当社の成長性に鑑み、株価の上昇局面において、か

かる株価水準での更なる資本調達を実現するため、現状より高い株価で固定しております。

但し、当社は、当社取締役会の決議により第８回新株予約権の行使価額の修正を決定するこ

とができ、かかる決定がなされた場合、第８回新株予約権の行使価額は、第８回新株予約権

の行使請求がなされる都度、当該行使請求に係る効力発生日の直前取引日の終値（同日に終

値がない場合には、その直前の終値）の91％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた

金額に修正されます。但し、かかる修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることはありま

せん。

（ⅲ）第７回新株予約権及び第８回新株予約権を同時に発行する理由

本スキームにおいては、第７回新株予約権及び第８回新株予約権の２種類の新株予約権を同

時に同一の割当予定先に対して発行することとしております。上記のとおり、第７回新株予

約権には行使価額修正条項が付されており、行使価額が新株予約権の行使時点の株価に応じ
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て修正される仕組みとなっております。これにより、行使期間中の株価動向に応じた第７回

新株予約権の行使が期待できることから、資金調達の蓋然性を高めることができます。ま

た、第７回新株予約権の下限行使価額は456円であり、修正後の行使価額が下限行使価額を

下回ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額となります。すなわち、下限行使価額

は既存株主に配慮し、直近の株価水準を大きく下回る水準での資金調達は控えつつも可能な

限り早期の資金調達を促進する狙いから、発行決議日前取引日の終値の70％に相当する金額

としております。

他方、第８回新株予約権の行使価額は、行使価額の修正に係る当社取締役会の決議がなされ

ない限り、発行決議日前取引日の終値を約130％上回る847円で固定されており、当社事業の

成長・拡大に伴う将来の株価上昇時における当社の中長期的な資金調達を可能とするものと

なっています。もっとも、当社取締役会の決議により第８回新株予約権の行使価額の修正が

決定された場合、第８回新株予約権は、行使価額が新株予約権の行使時点の株価に応じて修

正される仕組みに変更されます。かかる設計により、本新株予約権の発行後、株価水準が大

きく変動した場合や不測の事態が発生した場合でも、ある程度柔軟な形で資金調達を行うこ

とが可能となります。なお、第８回新株予約権の下限行使価額も、第７回新株予約権と同じ

456円に設定されており、行使価額の下方修正には一定の歯止めが掛かる仕組みとなってお

ります。

以上のとおり、第７回新株予約権及び第８回新株予約権を同時に発行することにより、当社

の直近の株価水準及び今後目指していく株価水準を基準として、当社の株価上昇局面を捉え

た効率的な資金調達を行うことを企図しております。

また、当社は割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に、以下の内

容を含む第三者割当契約（本第三者割当契約）を締結いたします。すなわち、割当予定先

は、本第三者割当契約に従って、本新株予約権を行使できます。

今回の資金調達については、第８回新株予約権の当初行使価額が現状の株価水準よりも高く

設定され、原則として行使価額の修正がなされないのに対して、第７回新株予約権の行使価

額は行使のたびに時価に連動して修正されますので、蓋然性としては、第７回新株予約権の

行使が先行する可能性が高く、また、当社と割当予定先との間で、第７回新株予約権及び第

８回新株予約権のいずれも行使可能な場合には、第７回新株予約権を優先して行使する旨を

合意する予定です。さらに、本第三者割当契約において、当社取締役会の決議による第８回

新株予約権の行使価額の修正の決定は、第７回新株予約権が全て行使されていることを条件

とする旨を合意する予定です。これは、第７回新株予約権を優先させる事で短期的には機動

的な資金調達を可能とする一方で、中長期的には業績向上による企業価値向上を図っていく

ことで、株価を上昇させて第８回新株予約権の固定行使価額の達成を目指していく事を目的

としているためであります。

②　本新株予約権の行使停止及び行使停止の撤回

当社は、本第三者割当契約に基づき、その裁量により、本新株予約権の全部を行使することがで

きない期間を、随時、何度でも指定（以下「停止指定」という。）することができます。但し、

第８回新株予約権については、行使価額が固定されている限り、停止指定を行うことができませ

ん。停止指定の期間は当社の裁量により決定することができ、当社は割当予定先に対し、当該期

間の初日から遡って２取引日前までに書面により行使停止期間の通知を行います。なお、停止指

定を行う場合としては、株価水準が当社の期待を大きく下回っており、かつ、切迫した資金需要

もない場合等を想定しておりますが、実際には、その時々の株価動向や当社の資金需要に照らし

て、停止指定の要否を柔軟に判断していく予定です。

また、当社は、停止指定を将来に向かって撤回することができます。停止指定の撤回は、当社の

裁量により決定することができ、停止指定の撤回に際して、当社は割当予定先に対し、失効日か

ら遡って２取引日前までに書面により停止指定の撤回に係る通知を行います。

当社は、上記の行使停止期間の通知又は停止指定の撤回に係る通知を行った場合には、その旨を

プレスリリースにて開示いたします。

③　本新株予約権の取得に係る請求

当社が吸収分割又は新設分割（当社が分割会社となる場合に限る。）につき当社の株主総会（株

主総会の決議を要しない場合は、取締役会）で承認決議した場合、割当予定先は、当該承認決議

の日から当該吸収分割又は新設分割の効力発生日の15取引日（但し、当該請求の日から15取引日

目の日が行使可能期間の最終日以降の日である場合には、行使可能期間の最終日とする。）（当

日を含む。）前までに、当社に通知を行うことにより、第７回新株予約権については第７回新株

予約権１個当たりの払込金額にて、第８回新株予約権については第８回新株予約権１個当たりの

払込金額にて、第７回新株予約権及び第８回新株予約権の取得を請求することができます。
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上記請求がなされた場合、当社は、当該請求の日から15取引日目の日（但し、当該請求の日から

15取引日目の日が行使可能期間の最終日以降の日である場合には、行使可能期間の最終日とす

る。）において、残存する本新株予約権の全部を第７回新株予約権については第７回新株予約権

１個当たりの払込金額にて、第８回新株予約権については第８回新株予約権１個当たりの払込金

額にて、売買により取得するものとします。

また、割当予定先は、第７回新株予約権については、令和４年３月８日から令和６年２月８日ま

でのいずれかの５連続取引日の終値の全てが第７回新株予約権の下限行使価額を下回った場合又

は令和６年２月８日以降はいつでも、第８回新株予約権については、当社取締役会の決議により

行使価額の修正が決定された日から令和６年２月８日までのいずれかの５連続取引日の終値の全

てが第８回新株予約権の下限行使価額を下回った場合又は令和６年２月８日以降はいつでも、当

社に対して通知することにより本新株予約権を取得することを請求することができ、かかる請求

がなされた場合、当社は、本新株予約権の発行要項に従い、本新株予約権１個につきその払込金

額と同額を支払うことにより残存する全ての第７回新株予約権又は第８回新株予約権を取得しま

す。

④　当社による本新株予約権の取得

当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日

の翌日以降、会社法第273条の規定に従って、取得日の２週間前までに通知をした上で、当社取

締役会で定める取得日に、第７回新株予約権については第７回新株予約権１個当たりの払込金額

にて、第８回新株予約権については第８回新株予約権１個当たり払込金額にて、本新株予約権者

（当社を除く。）の保有する第７回新株予約権及び第８回新株予約権の全部を取得することがで

きます。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとします。また、当社は、組織再編行為

につき当社株主総会で承認決議した場合、会社法第273条の規定に従って通知をした上で、当該

組織再編行為の効力発生日前に、第７回新株予約権については第７回新株予約権１個当たりの払

込金額にて、第８回新株予約権については第８回新株予約権１個当たり払込金額にて、本新株予

約権者（当社を除く。）の保有する第７回新株予約権及び第８回新株予約権の全部を取得するも

のとします。さらに、当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意

市場銘柄若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定さ

れた日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日とす

る。）に、第７回新株予約権については第７回新株予約権１個当たりの払込金額にて、第８回新

株予約権については第８回新株予約権１個当たり払込金額にて、本新株予約権者（当社を除

く。）の保有する第７回新株予約権及び第８回新株予約権の全部を取得するものとします。

また、当社は、本新株予約権の行使期間の末日に、第７回新株予約権については第７回新株予約

権１個当たりの払込金額にて、第８回新株予約権については第８回新株予約権１個当たり払込金

額にて、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する第７回新株予約権及び第８回新株予約権の

全部を取得するものとします。

⑤　本新株予約権の譲渡

本第三者割当契約に基づいて、本新株予約権の譲渡には当社取締役会の承認が必要となり、ま

た、本新株予約権が譲渡された場合でも、割当予定先が当社に対して本新株予約権の取得を請求

する権利は、譲受人に引き継がれます。

※　上記②、③及び⑤については、本第三者割当契約中で定められる予定です。

（メリット）

①　第７回新株予約権の行使価額は、修正日の直前取引日の終値の91％に相当する金額の１円未満の

端数を切り上げた金額に修正されるため、株価変動に応じて機動的な資金調達が可能となりま

す。

一方で、第８回新株予約権の行使価額は、行使価額の修正に係る当社取締役会の決議がなされな

い限り、847円で固定されております。

これらの条件設定は、当社を取り巻く事業環境や下記「３　新規発行による手取金の使途　(2）

手取金の使途」に記載の資金需要に鑑みて市場への影響を考慮しながら第７回新株予約権の行使

を速やかに進めるとともに、第８回新株予約権については現在よりも高い株価水準での行使を進

めることを企図したものです。このように、行使が進行すると想定される株価水準が異なる新株

予約権を組み合わせることで、新株予約権の権利行使による株式の希薄化が段階的に進むことが

見込まれることから、本スキームは既存株主の株式価値の希薄化に配慮した資金調達手段である

と考えております。

なお、本新株予約権の下限行使価額はいずれも456円に設定されており、行使価額の下方修正に

は歯止めが掛かる仕組みとなっております。

②　本新株予約権の目的である当社普通株式数は2,530,000株で固定されており、株価動向にかかわ

らず、最大交付株式数が限定されているため、希薄化の規模は限定的です。
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③　将来的に本新株予約権による資金調達の必要性がなくなった場合、又は代替的な資金調達手法が

確保できた場合等には、当社の選択により、いつでも残存する本新株予約権を発行価額と同額で

取得することが可能であり、資本政策の柔軟性が確保されております。

④　本新株予約権による調達金額は資本となるため、財務健全性指標が上昇します。

⑤　当社が停止指定を通じて本新株予約権の行使の数量及び時期を一定程度コントロールすることが

できるため、当社の事業内容の進捗、資金需要及び市場環境等を勘案しつつ、一時に大幅な株式

価値の希薄化が発生することを抑制しながら機動的に資金を調達することが可能となります。

（留意点）

①　本スキームは、割当予定先による本新株予約権の行使に伴って資金調達がなされる仕組みであ

り、資金調達の進捗について以下の留意点があります。

（ア）第７回新株予約権については、行使価額は修正されるものの、下限行使価額が設定されて

いるため、株価が下限行使価額を下回って推移した場合、事実上資金調達ができない仕組

みとなっております。第８回新株予約権については行使価額が高水準で固定されており、

また、行使価額の修正に係る当社取締役会の決議がなされた場合であっても、下限行使価

額が設定されているため、株価水準によっては、早期に行使が進まない又は事実上資金調

達ができない可能性があります。

（イ）株価が下限行使価額を上回って推移している場合でも、市場出来高の水準に応じて、全て

の本新株予約権の行使が完了するまでは一定の期間が必要となります。

（ウ）当社から割当予定先に対して行使を指図することはできない仕組みであり、株価が行使価

額を超えている場合でも、割当予定先が行使をしない限り資金調達ができない仕組みと

なっております。

（エ）一時に資金調達することはできず、当社株式の株価・流動性の動向次第では、実際の調達

金額が当初の予定を下回る可能性があります。

（オ）当社が停止指定を行う場合、当社は割当予定先に対し、行使停止期間の初日から遡って２

取引日前までに書面により行使停止期間の通知を行う必要があるため、通知から少なくと

も２取引日の間は、割当予定先により、下記「割当予定先による行使制限措置」記載の行

使制限の範囲内で、本新株予約権の行使が行われる可能性があります。

②　割当予定先は、本新株予約権の行使により取得する当社株式を長期間保有する意思を有しておら

ず、取得した当社株式については当社の株価動向を勘案しつつ売却する予定であるため、割当予

定先による当社株式の売却により、当社株価が下落する可能性があります。

③　本第三者割当契約において、当社は、同契約締結日からその180日後の日までの期間において、

割当予定先の事前の書面による同意がない限り、株式、新株予約権又はこれらに転換し若しくは

これらを取得する権利が付与された証券を発行してはならないこととされているため、資金調達

方法について制約を受けることとなります。但し、①当社及びその関係会社の役員及び従業員を

対象として新株予約権又は譲渡制限付株式報酬制度に基づき株式を発行する場合及び当該新株予

約権の行使により当社の株式を交付する場合、並びに②当社が他の事業会社との間で行う業務上

の提携（既存の提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含む。）の一環として又はこれに関連し

て当該他の事業会社に対してこれらの証券を発行する場合等の一定の場合を除きます。

（他の資金調達方法との比較）

①　公募増資等により一度に全株を発行すると、一時に資金を調達できる反面、１株当たりの利益の

希薄化も一時に発生するため株価への影響が大きくなるおそれがあると考えられます。

②　株主割当増資では希薄化懸念は払拭されますが、割当先である既存投資家の参加率が不透明であ

ることから、十分な額の資金を調達できるかどうかが不透明であり、今回の資金調達方法として

適当でないと判断いたしました。

③　第三者割当による新株発行は即時の資金調達の有効な方法となりえますが、公募増資と同様、同

時に将来の１株当たり利益の希薄化を一時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大き

いと考えられます。また、現時点では新株の適当な割当先が存在しません。

④　第三者割当型転換社債型新株予約権付社債は、様々な商品設計が考えられますが、一般的には割

当先が転換権を有しているため、当社のコントロールが及びません。また、株価に連動して転換

価額が修正される転換社債型新株予約権付社債（いわゆるMSCB）の発行条件及び行使条件は多様

化しておりますが、一般的には、転換により交付される株数が転換価額に応じて決定されるとい

う構造上、転換の完了までに転換により交付される株式総数が確定せず、転換価額の下方修正が

なされた場合には潜在株式数が増加するため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられま

す。

⑤　いわゆるライツ・イシューには、当社が金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメン

ト型ライツ・イシューと、新株予約権の行使が株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ラ

イツ・イシューがありますが、コミットメント型ライツ・イシューについては国内で実施された
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実績が乏しく、資金調達手法としてまだ成熟が進んでいない段階にある一方で、引受手数料等の

コストが増大することが予想され、適切な資金調達方法ではない可能性があります。また、東京

証券取引所有価証券上場規程の新株予約権に係る上場基準に基づき、最近２年間において経常利

益の額が正である事業年度がないためノンコミットメント型ライツ・オファリングを実施するこ

とは出来ません。

⑥　社債及び借入による資金調達は、一時に資金を調達できる反面、調達金額が負債となるため、財

務健全性指標が低下します。上記「(1）資金調達の目的」に記載のとおり、本新株予約権の行使

により自己資本比率を向上させることが財務健全性の確保に資すると考えております。

２．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあっては、同項に規定す

るデリバティブ取引その他の取引として予定する取引の内容

該当事項はありません。

３．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先と

の間で締結する予定の取決めの内容

当社は割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく本書による届出の効力発生後に、上記「(2）資金調達

方法の概要及び選択理由　（本スキームの商品性）」②、③及び⑤に記載の内容に加え、以下の内容につい

て合意する予定であります。

＜割当予定先による行使制限措置＞

①　当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同施行規則第436条第１項から

第５項までの定めに基づき、暦月の１ヶ月間において割当日の上場株式数の10％を超える行使を行わ

ないこと（当社が本新株予約権とは別のMSCB等で当該MSCB等に係る新株予約権等の行使請求期間が本

新株予約権と重複するものを発行する場合には、暦月の１ヶ月間において本新株予約権の行使により

交付された当社普通株式の数の合計を計算するにあたって、同じ暦月において当該MSCB等に係る新株

予約権等の行使により交付されることとなる当社普通株式の数も合算するものとする。）について、

本新株予約権の割当予定先による行使を制限するよう措置を講じる予定であります。

②　本新株予約権が残存する限り、当社は、割当予定先の事前の書面による同意がない限り、本新株予約

権の発行及び本新株予約権の行使による当社の株式の交付を除き、本第三者割当契約の締結日からそ

の180日後の日までの期間において、株式、新株予約権又はこれらに転換し若しくはこれらを取得す

る権利が付与された証券を発行しないことを合意する予定です。但し、当社及びその関係会社の役員

及び従業員を対象として新株予約権又は譲渡制限付株式報酬制度に基づく株式を発行する場合、当該

新株予約権の行使により当社の株式を交付する場合、本第三者割当契約の締結日時点で既発行の新株

予約権の行使により当社の株式を交付する場合、当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既

存の提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含む。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業

会社に対してこれらの証券を発行する場合、株式分割又は株式無償割当に伴い当社の株式を交付する

場合、並びに単元未満株式売渡請求に対して自己株式を売り渡す場合を除きます。

４．当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項はありません。

５．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取

決めの内容

該当事項はありません。

６．その他投資者の保護を図るために必要な事項

本第三者割当契約に基づいて、本新株予約権の譲渡は、当社取締役会の承認が必要となり、また、本新株予

約権が譲渡された場合でも、割当予定先が当社に対して本新株予約権の取得を請求する権利は、譲受人に引

き継がれます。

７．本新株予約権の行使請求の方法

(1）本新株予約権を行使する場合、上記「新株予約権の行使期間」欄記載の本新株予約権を行使することがで

きる期間中に上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求の

受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとします。

(2）本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の全額を現金にて上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄に

定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとします。

(3）本新株予約権の行使請求の効力は、上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄記載の行使請求の受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株

予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生します。

８．株券の交付方法

当社は、行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口

座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付します。
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９．本新株予約権証券の発行

当社は、本新株予約権に関して新株予約権証券を発行しません。

10．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の

規定の適用を受けます。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式

等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従います。

 

（３）【新株予約権証券の引受け】

　該当事項はありません。
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２【新規発行新株予約権証券（第８回新株予約権証券）】

（１）【募集の条件】

発行数 12,650個（新株予約権１個につき100株）

発行価額の総額 1,745,700円

発行価格 新株予約権１個につき138円（新株予約権の目的である株式１株当たり1.38円）

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 令和４年３月７日（月）

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社ネクシィーズグループ

東京都渋谷区桜丘町20番４号

払込期日 令和４年３月７日（月）

割当日 令和４年３月７日（月）

払込取扱場所
株式会社三井住友銀行　渋谷支店

東京都渋谷区宇田川町20-2

　（注）１．第８回新株予約権証券（以下、「第８回新株予約権」といい、個別に又は第７回新株予約権と総称して「本

新株予約権」といいます。）については、令和４年２月18日付の当社取締役会において発行を決議しており

ます。

２．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、払込期日までに本第三者割当契約を締結し、

払込期日までに上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

３．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

４．本新株予約権証券の振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号
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（２）【新株予約権の内容等】

当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の

特質

１．本新株予約権の目的となる株式の総数は1,265,000株、割当株式数（別記「新株予約権

の目的となる株式の数」欄第１項に定義する。）は100株で確定しており、株価の上昇

又は下落により行使価額（別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定義す

る。）が修正されても変化しない（但し、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄

に記載のとおり、調整されることがある。）。なお、株価の上昇又は下落により行使価

額が修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

 ２．行使価額の修正基準

 当社は、当社取締役会の決議により行使価額の修正を決定することができ、かかる決定

がなされた場合、行使価額は本項に基づき修正される。本項に基づき行使価額の修正を

決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権者に通知するものとし、通知が行わ

れた日の10取引日目の日又は別途当該決議で定めた10取引日目の日より短い日以降別記

「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、本新株予約権の行使価額は、

本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の東京証券取引所における終値

（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の91％に相当する金額（１円未満の端

数は切り上げる。）が、当該効力発生日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合

又は下回る場合には、当該効力発生日以降、当該金額に修正される。

 ３．行使価額の修正頻度

 行使の際に本欄第２項に記載の条件に該当する都度、修正される。

 ４．行使価額の下限

 「下限行使価額」は、当初456円とする。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第４項を準用して調整される。

 ５．割当株式数の上限

 1,265,000株（令和３年９月末日現在の発行済株式総数に対する割合は9.41％（小数点

以下第３位を切り捨て））

 ６．本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限

 578,585,700円（本欄第４項に記載の行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使され

た場合の資金調達額。但し、本新株予約権の一部は行使されない可能性がある。）

 ７．本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部の取得を可能とする条項が設

けられており、また、当社が令和６年３月８日に本新株予約権の全部を取得する条項が

設けられている（詳細は、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄を参

照）。

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式（完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準とな

る株式である。なお、当社は１単元を100株とする単元株式制度を採用している。）

新株予約権の目的となる

株式の数

１．本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式1,265,000株とする

（本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下、本「２　新規発行新株予約権証

券（第８回新株予約権証券）」において「割当株式数」という。）は100株とす

る。）。但し、下記第２項乃至第４項により割当株式数が調整される場合には、本新株

予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

 ２．当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項の規定に従って行使価額の調整

を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１

株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使

価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項に定める調整前行使価額及び

調整後行使価額とする。

 
 

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
　

 ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第４項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による行使価額の調整に関し、各号に定め

る調整後行使価額を適用する日と同日とする。
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 ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日まで

に、本新株予約権に係る新株予約権者（以下、文脈に応じて個別に又は第７回新株予約

権を保有する者と総称して「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨

並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要

な事項を書面で通知する。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項第

(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場

合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使時の払

込金額

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割

当株式数を乗じた額とする。

 ２．本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下、本

「２　新規発行新株予約権証券（第８回新株予約権証券）」において「行使価額」とい

う。）は、当初847円とする。

 ３．行使価額の修正

 当社は、当社取締役会の決議により行使価額の修正を決定することができ、かかる決定

がなされた場合、行使価額は本項に基づき修正される。本項に基づき行使価額の修正を

決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権者に通知するものとし、通知が行わ

れた日の10取引日目の日又は別途当該決議で定めた10取引日目の日より短い日以降別記

「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、別記「１　新規発行新株予約

権証券（第７回新株予約権証券）　(2）新株予約権の内容等（注）」欄第７項第(3)号

に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下、本「２　新規発行新株予約権

証券（第８回新株予約権証券）」において「修正日」という。）の直前取引日の終値

（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の91％に相当する金額の１円未満の端

数を切り上げた金額（以下、本「２　新規発行新株予約権証券（第８回新株予約権証

券）」において、「修正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を

１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価

額に修正される。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が456円（以下、本「２　新

規発行新株予約権証券（第８回新株予約権証券）」において「下限行使価額」といい、

本欄第４項の規定を準用して調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は下

限行使価額とする。

 ４．行使価額の調整

 (1）当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算

式（以下、本「２　新規発行新株予約権証券（第８回新株予約権証券）」において

「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

 
 

    
既発行株式数＋

新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
　

 (2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。

 ①　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発

行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合

を含む。）（但し、当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。以下同じ。）の取締役そ

の他の役員又は従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を交付する場

合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求

権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合

併により当社普通株式を交付する場合を除く。）
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 調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日

とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若し

くは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はそ

の日の翌日以降これを適用する。

 ②　株式の分割により普通株式を発行する場合

 調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

 ③　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する

定めのある取得請求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）を発行又は付与する場合（但し、当社又はその関係会社の取

締役その他の役員又は従業員に新株予約権を割り当てる場合を除く。）

 調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の

全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出す

るものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場

合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与え

るための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る

価額をもって当社普通株式を交付する場合

 調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 ⑤　上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日

以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、

上記①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降

これを適用する。

 この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約

権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通

株式を交付する。

 
 

株式数＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）×
調整前行使価額により当該期間
内に交付された株式数

調整後行使価額
　

 この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

 (3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未

満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必

要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行

使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

 (4）①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位

を四捨五入する。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立

つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とす

る。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を

四捨五入する。

 ③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与える

ための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行

使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数

から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、

上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、

基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を

含まないものとする。
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 (5）上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

 ①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整

を必要とするとき。

 ②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生に

より行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮す

る必要があるとき。

 (6）上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用

する日が本欄第３項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な

行使価額及び下限行使価額の調整を行う。

 (7）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第

(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

1,073,200,700円

（注）　別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項又は第４項により、行使価額が修

正又は調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価額の総額は増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の行使期間内に

行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、本新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は減少する可能

性がある。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求に係る本新株予約

権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の

本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

 ２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の

額

 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加す

る資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 令和４年３月８日から令和６年３月８日までとする。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１．行使請求の受付場所

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

２．行使請求の取次場所

 該当事項はありません。

 ３．行使請求の払込取扱場所

 株式会社三井住友銀行　渋谷支店

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

１．当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の

払込期日の翌日以降、会社法第273条の規定に従って、取得日の２週間前までに通知を

した上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額

で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得することが

できる。当社は、取得した本新株予約権を消却するものとする。

 ２．当社は、令和６年３月８日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約

権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクシィーズグループ(E05268)

有価証券届出書（組込方式）

18/38



 
 ３．当社は、当社が組織再編行為につき当社株主総会で承認決議した場合、会社法第273条

の規定に従って通知をした上で、当該組織再編行為の効力発生日前に、本新株予約権１

個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権

の全部を取得する。

 ４．当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若し

くは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された

日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日

とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除

く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

該当事項はありません。但し、「１　新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証券）　

(2）新株予約権の内容等（注）」欄第１項第(2)号「（本スキームの商品性）　⑤　本新株

予約権の譲渡」に記載のとおり、本新株予約権の譲渡には当社取締役会の承認が必要となる

旨が、本第三者割当契約において規定される予定である。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

該当事項はありません。

　（注）　前記「１　新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証券）　(2）新株予約権の内容等」の注記をご参照下

さい。

 

（３）【新株予約権証券の引受け】

　該当事項はありません。
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３【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,900,232,400 18,700,000 1,881,532,400

　（注）１．払込金額の総額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の

合計額を合算した金額であります。

２．行使価額が修正又は調整された場合には、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額が変動する結

果、本新株予約権に係る調達資金及び差引手取概算額は増加又は減少する可能性があります。また、本新株

予約権の行使期間中に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合にも、同様に

本新株予約権に係る調達資金及び差引手取概算額は減少する可能性があります。

３．発行諸費用の概算額の内訳は、本新株予約権の発行に関する弁護士費用、評価算定費用、信託銀行費用等の

合計額であります。

４．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）【手取金の使途】

　上記(1)に記載の差引手取概算額1,881,532,400円の具体的な使途については、次のとおり予定しておりま

す。

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期

LED照明の仕入、及び導入工事費 1,881 令和４年６月～令和５年９月

　（注）　ネクシィーズグループの資金管理規定に沿って複数の部署により管理されます。また調達される資金は、プロ

ジェクトに充当されるまでの間、現金又は現金同等物にて管理する予定です。DNV　ビジネス・アシュアラン

ス・ジャパン株式会社よりセカンドパーティオピニオンを取得したグリーンエクイティ・フレームワークに従

い、プロジェクトの進捗及び調達資金の充当状況につきましては年次で開示する予定です。

 

　手取金は全て、「飲食店、宿泊施設、商業施設等に省エネ性能の高いLED機器を導入する事業」におけるLED

照明の仕入、及び導入工事費の金額に充当され、新規取得の資金にのみ充当される計画です。当社の提供する

ネクシィーズ・ゼロシリーズは、LED照明等の設置工事費用を含めた初期投資オールゼロで、顧客が最新の設

備を導入できるサービスの提供を行っており、主に、飲食店や美容室等の店舗、商業施設、宿泊施設等に対し

てLED照明を中心とした提案営業を行っております。導入できる設備についてはLED照明のほか、冷蔵庫、空

調、食器洗浄機、光触媒除菌脱臭機等を取り扱っており、顧客のニーズに合わせて提供しており、サービス開

始から５年半で７万５千件以上の導入実績があります。取扱商品の中で特にLED照明は従来の電球や蛍光灯に

比べて大幅に電力使用量を減らすことから、発電に伴うCO2を削減する事で明確な環境改善効果をもたらすこ

とが期待され、当社の「グループ環境方針」における「地球温暖化に向けて事業活動を通じてCO2排出削減を

積極的に推進」するという取り組みに貢献すると考えられます。

 

　なお、本新株予約権による資金調達額や調達時期は当社株式の株価動向や本新株予約権の行使状況等の影響

を受けることから、上記の資金使途や支出予定時期については確定したものではなく、今後変更される可能性

があります。本新株予約権によって十分な資金を調達することができなかった場合には、当該時点の状況に鑑

みて、別途の手段による資金調達の実施又は事業計画の見直しを行う可能性があります。そのような場合に

は、適時適切に開示いたします。
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第２【売出要項】
　該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】

グリーンエクイティとしての適格性について

　当社は、本新株予約権については、持続可能なグリーンプロジェクトに係る資金調達並びにそれらの実行に関し、現

在資本市場において最も幅広く認知されているESG投資に関連する基準及びガイドライン等である「グリーンボンド原

則（Green Bond Principles）2021」（注１）及び環境省の「グリーンボンドガイドライン2020年版」（注２）で定め

られる４つの核となる要素（１．調達資金の使途、２．プロジェクトの評価と選定のプロセス、３．調達資金の管理、

４．レポーティング）を参照し、グリーンエクイティ・フレームワークを策定いたしました。当社は、グリーンエクイ

ティに関して、前述の４つの核となる要素に対し、適合していることを確認するために、第三者評価機関であるDNV　

ビジネス・アシュアランス・ジャパン株式会社（注３）よりセカンドパーティオピニオンを取得しております。

　（注１）　「グリーンボンド原則（Green Bond Principles）2021」とは、グリーンボンドの発行に係るガイドライ

ンであり、国際資本市場協会（ICMA）により策定されています。

　（注２）　「グリーンボンドガイドライン2020年版」とは、グリーンボンド原則との整合性に配慮しつつ、市場関係

者の実務担当者がグリーンボンドに関する具体的対応を検討する際に参考とし得る、具体的対応の例及び

我が国の特性に即した解釈を示すことで、グリーンボンドを国内でさらに普及させることを目的として、

環境省が令和２年３月に策定及び公表したガイドライン。

　（注３）　1864年に設立されたノルウェー・オスロに本部を置く第三者評価機関。ESG投資では、環境省のグリーン

ボンド発行支援者登録者（外部レビュー部門）や、低炭素経済に向けた大規模投資を促進する国際NGOで

ある気候ボンドイニシアチブより認定を受けた検証者としてグローバルに活動し、国内外で多くのセカン

ドパーティオピニオン提供実績を有する組織。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

１【割当予定先の状況】

　割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係は、令和４年２月18日現在におけるものであります。

ａ．割当予定

先の概要

名称 株式会社ＳＢＩ証券

本店の所在地 東京都港区六本木一丁目６番１号

直近の有価証券報告書の提出日

有価証券報告書　事業年度　第79期

（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

令和３年６月29日関東財務局長に提出

四半期報告書　事業年度　第80期第１四半期

（自　令和３年４月１日　至　令和３年６月30日）

令和３年８月12日関東財務局長に提出

四半期報告書　事業年度　第80期第２四半期

（自　令和３年７月１日　至　令和３年９月30日）

令和３年11月12日関東財務局長に提出

四半期報告書　事業年度　第80期第３四半期

（自　令和３年10月１日　至　令和３年12月31日）

令和４年２月10日関東財務局長に提出

ｂ．提出者と

割当予定

先との間

の関係

出資関係

割当予定先は、令和３年12月31日現在、当社の普通株式を保有してお

りません。

当社は割当予定先の株式を保有しておりません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

 

ｃ．割当予定先の選定理由

　当社は、今回の資金調達にあたり、割当予定先である株式会社ＳＢＩ証券を含む複数の証券会社及び金融機関に

相談し、資金調達方法の説明や提案を受け、当該提案の内容を含め、公募増資、MSCB、金融機関からの借入れ等の

各資金調達方法について、「第１　募集要項　１　新規発行新株予約権証券（第７回新株予約権証券）　(2）新株

予約権の内容等（注）」欄第１項第(2)号に記載のとおり検討いたしました。その結果として、当社は、割当予定

先より提案を受けた本スキームによる資金調達方法が、当社の株価や既存株主の利益に充分に配慮しながら成長の

ための必要資金を調達できるという点並びに当社の事業及び事業環境の進展による当社株価の上昇に伴い徐々に資

金調達ができる点において当社のニーズに最も合致すると判断しました。

　当社は、割当予定先が当社のニーズに最も合致する資金調達方法を提案したことに加え、同社が同種のファイナ

ンスにおける実績、当社IRに対する継続的な支援体制及び厚い投資家基盤を有しており、株価への影響や既存株主

の利益に配慮した資金調達や、本新株予約権の行使により交付される当社普通株式の円滑な売却が期待できること

から、同社を割当予定先として選定いたしました。

　なお、本新株予約権は、日本証券業協会会員である割当予定先による買受けを予定するものであり、日本証券業

協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適用を受けて募集が行われるものです。

 

ｄ．割り当てようとする株式の数

本新株予約権の目的である株式の総数　2,530,000株（第７回新株予約権1,265,000株及び第８回新株予約権

1,265,000株）

 

ｅ．株券等の保有方針

　割当予定先と締結する本第三者割当契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の承認が必要である

旨が定められております。また、割当予定先は、本新株予約権の行使により取得する当社株式を長期間保有する意

思を有しておらず、取得した当社株式については速やかに売却する予定である旨の口頭による報告を受けておりま

す。

　また、当社は、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同施行規則第436条第１項から第５

項までの定めに基づき、割当予定先と締結する本第三者割当契約において、原則として、単一暦月中にMSCB等（同

規則に定める意味を有する。以下同じ。）の買受人の行使により取得される株式数が、MSCB等の払込日時点におけ

る上場株式数の10％を超える場合には、当該10％を超える部分に係る転換又は行使を制限するよう措置（割当予定

先が本新株予約権を第三者に売却する場合及びその後本新株予約権がさらに転売された場合であっても、当社が、
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転売先となる者との間で、当該10％を超える部分に係る転換又は行使を制限する内容を約する旨定めることを含み

ます。）を講じる予定です。

 

ｆ．払込みに要する資金等の状況

　割当予定先からは、本新株予約権の払込金額（発行価額）の総額の払込み及び本新株予約権の行使に要する資金

は確保されている旨の口頭による報告を受けております。また、当社は、割当予定先が令和４年２月10日付で関東

財務局長宛に提出した第80期第３四半期報告書における連結貸借対照表により、同社が本新株予約権の払込み及び

本新株予約権の行使に要する充分な現金及び預金327,788百万円及びその他流動資産160,682百万円を保有している

ことを確認し、当社としてかかる払込みに支障はないと判断しております。

 

ｇ．割当予定先の実態

　割当予定先は、東京証券取引所の取引参加者であります。また、割当予定先は金融商品取引業者として登録済み

（登録番号：関東財務局長（金商）第44号）であり、監督官庁である金融庁の監督及び規制に服するとともに、そ

の業務に関連する国内の自主規制機関（日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会）に所属し、その規則

の適用を受けております。

　また、割当予定先の完全親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社が東京証券取引所に提出したコーポレー

ト・ガバナンスに関する報告書（最終更新日、令和４年２月８日において「ＳＢＩグループでは、その行動規範に

おいて反社会的勢力には毅然として対決することを宣言するとともに、当社に反社会的勢力の排除に取り組む対応

部署を設置し、警察・暴力追放運動推進センター・弁護士等の外部専門機関との情報交換を行うなど、連携強化に

向けた社内体制の整備を推進するものとする。」としております。

　さらに当社は、割当予定先の担当者との面談によるヒアリング内容をも踏まえ、同社及びその役員が暴力若しく

は威力を用い、又は詐欺その他の犯罪行為を行うことにより経済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団

体（以下「特定団体等」という。）には該当せず、また、特定団体等とは何らの関係も有しないものと判断してお

ります。

 

２【株券等の譲渡制限】

　割当予定先は、本第三者割当契約の規定により、本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の承認

が必要であります。なお、本新株予約権の行使により割当予定先が取得した当社普通株式を第三者に譲渡する場合に

は、当社取締役会の承認は不要です。

 

３【発行条件に関する事項】

(1）発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

　当社は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当契約に定められた諸条件

を考慮した本新株予約権の評価を第三者算定機関（株式会社赤坂国際会計、代表者：黒崎　知岳、住所：東京都港

区元赤坂一丁目１番８号）に依頼しました。当該第三者算定機関と当社との間には、重要な利害関係はありませ

ん。

　当該算定機関は、価格算定に使用する価格算定モデルの決定にあたって、ブラック・ショールズ・モデルや二項

モデルといった他の価格算定モデルとの比較及び検討を実施した上で、一定株数及び一定期間の制約の中で段階的

な権利行使がなされること、行使価額の修正がなされる可能性があること、並びに本新株予約権の発行要項及び割

当予定先との間で締結する予定の本第三者割当契約に定められたその他の諸条件を相対的に適切に算定結果に反映

できる価格算定モデルとして、一般的な価格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて本新株予

約権の評価を実施しております。また、当該算定機関は、評価基準日現在の市場環境等を考慮し、当社の株価、ボ

ラティリティ、当社の配当利回り、無リスク利子率、当社株式の流動性等について一定の前提を置いた上で、当社

の資金調達需要、当社及び割当予定先の権利行使行動に関する一定の前提条件を設定しております。当社は、当該

算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額を参考に、割当予定先との間での協議を経て、本新株予約権の１個

の払込金額を当該評価額と同額として、第７回新株予約権は278円、第８回新株予約権は138円とし、本新株予約権

の行使価額は、第７回新株予約権は当初金651円、第８回新株予約権は当初金847円としました。また、行使価額の

修正に係るディスカウント率は、当社普通株式の株価動向等を勘案した上で、割当予定先との間での協議を経て

９％としました。

　本新株予約権の払込金額及び行使価額の決定にあたっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可能性

のある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シ

ミュレーションを用いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正価格であると

考えられるところ、払込金額が算定結果である評価額と同額とされているため、本新株予約権の発行価額は、いず

れも有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断いたしました。

　なお、当社監査等委員会から、本新株予約権の払込金額は、上記算定根拠に照らした結果、割当予定先に特に有

利な金額ではなく適法である旨の意見を得ております。
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(2）発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

　本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数を合算した株式数は2,530,000株（議決権数25,300個）

であり、令和３年９月末日現在の当社発行済株式総数13,439,140株及び議決権数128,020個を分母とする希薄化率

は18.82％（議決権ベースの希薄化率は19.76％）に相当します。

　しかしながら、①本新株予約権は原則として分散されて行使されることが期待されており、急速な希薄化には一

定の歯止めを掛けることが可能であり、②本新株予約権の発行及び割当予定先による本新株予約権の行使により調

達した資金を、前述の資金使途に充当することで、当社事業の中長期的な発展を志向していく予定であることか

ら、将来的に増大することが期待される収益力との比較において、希薄化の規模は合理的であると判断しました。

　なお、将来何らかの事由により資金調達の必要性が薄れた場合、又は本スキームより有利な資金調達手段が利用

可能となった場合には、当社の判断により、残存する本新株予約権を取得できる条項を付することで、必要以上の

希薄化が進行しないように配慮しております。

　また、割当予定先が本新株予約権の全部を行使して取得した場合の2,530,000株を行使期間である２年間にわ

たって売却するとした場合の１取引日当たりの平均数量が約5,271株であることから、当社株式の過去６ヶ月間に

おける１日当たり平均出来高29,848株と比較して、上記発行数量は、市場で十分に消化可能であると考えておりま

す。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。
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５【第三者割当後の大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合

近藤　太香巳 東京都渋谷区 3,280,680 25.63％ 3,280,680 21.40％

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 － －％ 2,530,000 16.50％

株式会社近藤太香巳事務所
東京都渋谷区桜丘町20-4

ネクシィーズスクエアビル
1,275,500 9.96％ 1,275,500 8.32％

ネクシィーズ従業員持株会
東京都渋谷区桜丘町20-4

ネクシィーズスクエアビル
948,200 7.41％ 948,200 6.18％

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 718,300 5.61％ 718,300 4.68％

一般社団法人ＨＤＰ
東京都渋谷区桜丘町20-4

ネクシィーズスクエアビル
700,000 5.47％ 700,000 4.57％

株式会社バードアイ
東京都品川区上大崎４丁目1-1-

2705
675,000 5.27％ 675,000 4.40％

大前　成平 東京都目黒区 226,230 1.77％ 226,230 1.48％

山本　司 東京都新宿区 180,730 1.41％ 180,730 1.18％

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目7-3

東京ビルディング
138,107 1.08％ 138,107 0.90％

計 － 8,142,747 63.60％ 10,672,747 69.61％

　（注）１．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、令和３年９月30日現在の株主

名簿上の株式数を基準としております。

２．「割当後の所有株式数」は、割当前の「所有株式数」に、各株主に対して割り当てられる本新株予約権の目

的である株式の数を加えた株式数によって算出しております。

３．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、「割当後の所有株式数」に係る議決権の数を、割

当前の「総議決権数に対する所有議決権数の割合」の算出に用いた総議決権数に本新株予約権の目的である

株式に係る議決権の数を加えた数で除して算出しております。

４．「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

小数点以下第３位を四捨五入しております。

５．株式会社ＳＢＩ証券の「割当後の所有株式数」は、株式会社ＳＢＩ証券が、本新株予約権を行使した場合に

交付される当社株式を全て保有したと仮定した場合の数となります。株式会社ＳＢＩ証券は、本新株予約権

を行使した場合に交付される当社株式の保有方針として、長期間保有する意思を表明しておりません。

６．令和３年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、伊藤智之が令和３年11月25日現

在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として令和３年９月30日現在における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。当該大量保有報告書の内容

は以下のとおりです。

大量保有者　　：伊藤智之

住所　　　　　：大阪府大阪市北区大深町

保有株券等の数：株式　675,000株

株券等保有割合：5.02％

なお、令和３年12月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書（その訂正報告書を含

みます。）において、株式会社バードアイが、当社普通株式675,000株を令和３年11月25日付で伊藤智之に

対して譲渡した旨が記載されております。
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６【大規模な第三者割当の必要性】

　該当事項はありません。

 

７【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

８【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】

第１【公開買付け又は株式交付の概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約（発行者（その関連者）と株式交付

子会社との重要な契約）】
　該当事項はありません。

 

第三部【追完情報】

１．事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第32期、提出日令和３年12月15日）及び四半期報告書（第33

期第１四半期、提出日令和４年２月14日）（以下総称して「有価証券報告書等」といいます。）に記載された「事業

等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日（令和４年２月18日）までの

間において生じた変更その他の事由はありません。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日

（令和４年２月18日）現在において変更の必要はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もないと判断してお

ります。

 

２．臨時報告書の提出について

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第32期）の提出日（令和３年12月15日）以後、本有価証券届

出書提出日（令和４年２月18日）までの間において、以下の臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

（令和３年12月16日提出の臨時報告書）

１　提出理由

　令和３年12月15日開催の当社第32期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法

第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告

書を提出するものであります。

 

２　報告内容

(1）当該株主総会が開催された年月日

令和３年12月15日

 

(2）当該決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

①　期末配当に関する事項

当社普通株式１株につき金20円

②　効力発生日

令和３年12月16日

第２号議案　定款一部変更の件

「産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律」が施行され場所の定めのない株主総会（い

わゆるバーチャルオンリー株主総会）が認められたことから、当社においても、場所の定めの

ない株主総会の開催を可能にするために現行定款第15条の変更を行うものであります。

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）として、近藤太香巳、大前成平、松井康弘、藤野

剛志、佐藤英也及び佐藤亨樹の６名を選任いたします。

なお、佐藤亨樹は社外取締役であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクシィーズグループ(E05268)

有価証券届出書（組込方式）

27/38



第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件

監査等委員である取締役として、鴨志田慎一、青木巌、佐藤裕久、末松広行の４名を選任いた

します。

なお、青木巌、佐藤裕久及び末松広行は社外取締役であります。

 

(3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件
決議の結果及び賛
成割合（％）

第１号議案 97,790 223 － （注）１ 可決　99.77

第２号議案 96,700 313 － （注）２ 可決　99.68

第３号議案      

近藤　太香巳 97,582 431 －  99.56

大前　成平 97,736 277 －  99.72

松井　康弘 97,717 296 － （注）３ 可決　99.70

藤野　剛志 97,737 276 －  99.72

佐藤　英也 97,715 298 －  99.70

佐藤　享樹 90,965 7,048 －  92.81

第４号議案      

鴨志田　慎一 90,962 7,051 －  92.81

青木　巌 90,906 7,107 － （注）３ 可決　92.75

佐藤　裕久 90,960 7,053 －  92.80

末松　広行 97,709 304 －  99.69

　（注）１．出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成による。

３．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

 

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計した

ことにより決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本株主総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及

び棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。

 

第四部【組込情報】
　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
（第32期）

自　令和２年10月１日
至　令和３年９月30日

令和３年12月15日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

（第33期第１四半期）
自　令和３年10月１日
至　令和３年12月31日

令和４年２月14日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して

提出したデータを「開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドラ

イン）」Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

令和３年１２月１５日
 

株式会社ネクシィーズグループ
 

 取締役会　御中  

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　一宏

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　強

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクシィーズグループの令和２年１０月１日から令和３年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ネクシィーズグループ及び連結子会社の令和３年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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株式会社ネクシィーズ・ゼロの貸倒引当金及び解約調整引当金の見積り

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　注記事項「（重要な会計上の見積り）貸倒引当金及び解

約調整引当金」に記載されているとおり、会社は令和３年

９月３０日現在、貸倒引当金を１，２５５百万円、解約調

整引当金を１，５４５百万円計上している。このうち、株

式会社ネクシィーズ・ゼロにおいて計上している貸倒引当

金は８７７百万円、解約調整引当金は１,５４５百万円で

ある。

　会社は、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を貸倒引当金として計上している。ま

た、取引先企業との取引条件に基づいて、契約者の解約に

伴い発生する流動化した債権に対する将来の支払見込額を

解約調整引当金として計上している。

　貸倒引当金及び解約調整引当金の計上の過程において

は、多くの経営者の判断や見積りの要素を伴っている。そ

の中でも貸倒実績率の算定には過去の解約実績及び直近の

外部環境等に基づく回収不能見込額が含まれるため、経営

者による判断を伴う事項である。

　貸倒引当金及び解約調整引当金の計上の前提となる貸倒

実績率は不確実性を伴い経営者による判断を必要とするこ

とから、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項

に該当すると判断した。

　当監査法人は、株式会社ネクシィーズ・ゼロの貸倒引当

金及び解約調整引当金の見積りを検討するに当たり、主と

して以下の監査手続を実施した。

・経営者への質問、分析等により貸倒実績率の前提となる

過去の解約実績等の状況変化の有無を検討した。

・経営者の見積りの偏向の兆候等について検討した。

・経営者が実施した個別の信用リスク調査結果について、

監査人による再実施、経営者への質問等を実施し、直近

の外部環境等に基づく回収不能見込額の妥当性を検証し

た。

・貸倒引当金及び解約調整引当金の十分性に関して、経営

者とのディスカッションを実施した。

・経営者の見積りプロセスの有効性を評価するため、解約

発生額について過年度の見積り額と実績を比較した。

 

 

株式会社ブランジスタを連結納税親法人とした連結納税会社に係る繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　注記事項「（重要な会計上の見積り）繰延税金資産」に

記載されているとおり、会社は、令和３年９月３０日現

在、繰延税金資産を４２９百万円計上している。このう

ち、株式会社ブランジスタを連結納税親法人とした連結納

税会社（以下、ブランジスタ社）に係る繰延税金資産を

３５３百万円計上しており、これには、税務上の繰越欠損

金の一部に対して認識された繰延税金資産２５１百万円が

含まれる。

　ブランジスタ社は連結納税制度を適用しており、連結納

税会社における将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金

に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより

繰延税金資産の回収可能性を判断している。

　将来の課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎とし

ており、その重要な仮定は、営業人員数の増加率及び一人

当たりの獲得金額である。なお、会社は、当該重要な仮定

及び新型コロナウイルス感染症による影響について、注記

事項「（重要な会計上の見積り）繰延税金資産」に記載し

ている。

　ブランジスタ社の繰延税金資産の回収可能性の判断にお

いて、将来の事業計画における重要な仮定は不確実性を伴

い経営者による判断を必要とすることから、当監査法人は

当該事項を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断

した。

　当監査法人は、ブランジスタ社の繰延税金資産の回収可

能性を検討するに当たり、主として以下の監査手続を実施

した。

・将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金の残高につい

て、その解消見込年度のスケジューリングについて検討

した。

・将来の課税所得の見積りを評価するため、その基礎とな

る将来の事業計画について検討した。将来の事業計画の

検討にあたっては、ブランジスタ社の取締役会によって

承認された３カ年の中期事業計画との整合性を検討し

た。

・経営者の事業計画策定の見積りプロセスの有効性を評価

するため、過年度の事業計画と実績を比較した。

・将来の事業計画に含まれる重要な仮定である営業人員数

の増加率及び一人当たりの獲得金額については、経営者

と協議するとともに、過去実績からの趨勢分析を実施し

た。また、新型コロナウイルス感染症の影響について経

営者と議論し、収束時期や収束後の市場動向に関する経

営者の仮定を評価した。

・将来の課税所得の見積りに一定のリスクを加味し、重要

な仮定の不確実性に関する経営者の評価について検討し

た。
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連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に

対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ネクシィーズグ

ループの令和３年９月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社ネクシィーズグループが令和３年９月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、

内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負

う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

令和３年１２月１５日
 

株式会社ネクシィーズグループ
 

 取締役会　御中  

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　一宏

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中野　強

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクシィーズグループの令和２年１０月１日から令和３年９月３０日までの第３２期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネクシィーズグループの令和３年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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子会社株式（株式会社ネクシィーズ・ゼロ）の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　注記事項「（重要な会計上の見積り）関係会社株式」に

記載されているとおり、会社は、令和３年９月３０日現

在、関係会社株式２，５９８百万円計上しており、これに

は子会社である株式会社ネクシィーズ・ゼロの株式

１，５１０百万円が含まれている。

　時価を把握することが極めて困難と認められる株式は、

当該株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著

しく低下したときには、回復可能性が十分な証拠によって

裏付けられる場合を除いて、投資の評価損の認識が必要と

なる。

　株式会社ネクシィーズ・ゼロはネクシィーズ・ゼロ事業

及び電力小売事業を行っているが、新型コロナウイルス感

染症の影響や電力原価の高騰により令和３年９月３０日現

在、債務超過の状況にある。会社は、当該子会社株式の評

価に際し、実質価額が著しく低下しているものの、将来業

績予測の見積りに基づいて実質価額の回復が十分に裏付け

られていると判断している。

　将来業績予測の見積りは、将来の事業計画を基礎として

おり、その重要な仮定は、主にネクシィーズ・ゼロ事業の

営業人員数及び一人当たりの物件獲得金額である。なお、

会社は、当該重要な仮定及び新型コロナウイルス感染症に

よる影響について、注記事項「（重要な会計上の見積り）

関係会社株式」に記載している。

　将来業績予測の見積りにおける重要な仮定は不確実性を

伴い経営者による判断を必要とすることから、当監査法人

は当該事項を監査上の主要な検討事項に該当するものと判

断した。

　当監査法人は、株式会社ネクシィーズ・ゼロの株式の評

価を検討するに当たり、主として以下の監査手続を実施し

た。

・将来業績予測の見積りを評価するため、その基礎となる

将来の事業計画について検討した。将来の事業計画の検

討にあたっては、取締役会によって承認された３カ年の

中期事業計画との整合性を検討した。

・経営者の事業計画策定の見積りプロセスの有効性を評価

するため、過年度の事業計画と実績を比較した。

・将来の事業計画に含まれる重要な仮定であるネクシィー

ズ・ゼロ事業の営業人員数及び一人当たりの物件獲得金

額については、経営者と協議するとともに、過去実績か

らの趨勢分析及び利用可能な外部データとの比較を実施

した。また、新型コロナウイルス感染症の影響について

経営者と議論し、収束時期や収束後の市場動向に関する

経営者の仮定を評価した。

・将来業績予測の見積りに一定のリスクを加味し、重要な

仮定の不確実性に関する経営者の評価について検討し

た。

 

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。
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・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和４年２月１４日

株式会社ネクシィーズグループ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中野　強

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ネク

シィーズグループの令和３年１０月１日から令和４年９月３０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（令和３

年１０月１日から令和３年１２月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（令和３年１０月１日から令和３年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ネクシィーズグループ及び連結子会社の令和３年１２月３１

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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